
（単位:円）

流 動 資 産 2,824,287,626 流 動 負 債 1,759,120,310

現 金 及 び 預 金 1,578,141,236 工 事 未 払 金 793,292,101

受 取 手 形 3,783,961 未 払 法 人 税 等 68,100,758

電 子 記 録 債 権 21,400,000 未 成 工 事 受 入 金 174,133,320

完成工事未収入金 1,065,744,813 工 事 損 失 引 当 金 132,306,000

未 成 工 事 支 出 金 54,236,033 賞 与 引 当 金 140,493,936

材 料 貯 蔵 品 22,654,676 役 員 賞 与 引 当 金 3,087,000

前 払 費 用 29,127,367 未 払 金 429,834,696

未 収 入 金 47,111,155 預 り 金 10,548,423

仮 払 金 2,088,385 未 払 費 用 7,324,076

固 定 資 産 2,336,433,787 固 定 負 債 391,019,703

有形固定資産 2,306,886,285 退 職 給 付 引 当 金 293,594,870

建 物 749,490,793 株 式 報 酬 引 当 金 23,437,000

構 築 物 231,899,052 長期未払金(従業員) 49,477,833

機 械 及 び 装 置 705,845,415 長期未払金(役退) 24,510,000

車 輌 及 び 運 搬 具 6,696,262

工 具 器 具 9,655,591 2,150,140,013

備 品 20,999,172

土 地 582,300,000 株 主 資 本 3,010,581,400

建 設 仮 勘 定 0 資  本  金 350,000,000

資本剰余金 352,003,433

無形固定資産 12,786,981 資 本 準 備 金 352,003,433

ソ フ ト ウ ェ ア 11,310,837 利益剰余金 2,308,577,967

電 話 加 入 権 1,476,144 利 益 準 備 金 12,039,999

投資その他の資産 16,760,521 その他利益剰余金 2,296,537,968

投 資 有 価 証 券 9,642,321 繰 越 利 益 剰 余 金 2,296,537,968

長 期 前 払 費 用 6,437,200

差 入 保 証 金 531,000

その他投資等・会員権 150,000 3,010,581,400

5,160,721,413 5,160,721,413

貸借対照表

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資　産　の　部 負　債　の　部

純 資 産 合 計

負 債 合 計

資 産 合 計

純　資　産　の　部
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 

① 時価のあるもの---------------------期末決算末日の市場価格等に基づく

                  時価法（評価差額は全部純資産直入

                  法により処理し、売却原価は移動平

                  均法により算定） 

② 時価のないもの--------------------- 移動平均法による原価法 

（2）棚卸資産の評価基準および評価方法 

①原材料 ----------------------------- 個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定） 

②未成工事支出金 --------------------- 原価法・個別法 

 

２.固定資産の減価償却方法 

（1）有形固定資産 ------------------------ 定額法 

（2）無形固定資産 ------------------------ ソフトウェアについては、社内に 

おける利用可能期間（５年）に基 

づく定額法 

（3）投資その他の資産の償却資産-----------定額法 

 

３.引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

①一般債権 ----------------------------- 貸倒実績率法によっております。 

②貸倒懸念債権及び破産更生債権 --------- 個別に回収可能性を勘案し、回収 

不能見込額を計上しております。 

 

（3）賞与引当金---------------------------従業員に対する賞与金の支給に備 

えるため、支給額を見積り当会計 

期間の負担に属する額を計上して 

おります。 

 

（2）役員賞与引当金---------------------- 役員に対する賞与金の支給に備え 

るため、支給見込額を計上してお

ります。 

 

 

 



（4）退職給付引当金 ---------------------- 従業員の退職給付の支出に備える 

ため、当期末における退職給付債 

務の見込額に基づき、当期末にお 

いて発生していると認められる額 

を計上しております。 

 

（5）株式報酬引当金 ---------------------- 株式報酬引当金は、株式交付規定

に基づく取締役（非常勤取締役を

除く）、執行役員及び技監（以下

総称して「制度対象者」という）

に対する将来の株式会社横河ブリ

ッジホールディングスの普通株式

の交付に備えるため、制度対象者

に割り当てられたポイントに応じ

た支給見込額を計上しております。 

 

（6）工事損失引当金 ---------------------- 当期末の未引渡工事のうち損失が

発生すると見込まれ、かつ当期末

時点で当該損失額を合理的に見積

ることが可能な工事について、当

期以降の損失見積額を計上してお

ります。 

 

４．重要な収益及び費用の計上基準 

当社の主要な事業である橋梁事業の工事契約については、一定の期間にわたり

履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を

認識しております。進捗度の測定は、当事業年度の期末日までに発生した原価

が、予想される原価の合計に占める割合に基づいて行っております。 

 

 

 

 

Ⅱ.当期純利益額              １８，３４０千円 

 


